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概 観概 観

１ 福島第一原子力発電所の
中長期措置の着実な推進

２ 教育や技術開発による
技術力向上の取り組み中長期措置の着実な推進 技術力向上の取り組み

原子力産業で働く意義・魅力

○エネルギ の安定供給への貢献○エネルギーの安定供給への貢献
○日本経済の発展への貢献
○環境問題への貢献
○国際社会への貢献○国際社会への貢献

原子力政策への反映が必要

４ 国際社会への貢献
国際的な連携強化

３ 原子力産業全体の
人材・技術基盤維持

原子力政策への反映が必要

1

国際的な連携強化 人材・技術基盤維持



１.１ 震災直後の復旧活動に係わる課題

○福島第一原子力発電所事故に対応した技術者
・ 現場を熟知する現場指導員

高度な技能を持つ技術者
厳しい環境で確実な作業

・ 高度な技能を持つ技術者

○人材の厚みの確保や技術の伝承は、喫緊の課題

○事故を経験した我が国の、国際社会に対する責務

厳し 環境で確実な作業
（被ばく100mSv超 Ａ社10名）

福島第一原子力発電所（１Ｆ）構内のケーブル敷設作業 (2012年3月18日)
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１.２ 福島第一原子力発電所の中長期措置の状況と課題

今後３０～４０年の長期にわたり、国の予算と人員を確保し、
着実に廃止措置を進める必要がある。

使用済み燃料取出しに向けた、
４号機使用済み燃料プールか
らの新燃料取出し

燃料デブリ取出し等に向けた格
納容器内部調査（１号機の例)

第３4回原子力委員会定例会議資料より東京電力㈱ホームページより



１.３ 原子力を支える技術分野と課題

プラント建設・保守とプラント安全性向上、
トラブル対応、廃炉に必要な技術の関係

技術開発とのフィードバック

○原子力発電所の安全な運用には、幅広い技術と人材の厚みの維持が必要

■遠隔装置・操作
■安全解析

態 等■炉心・燃料設計

プラント安全性向上、トラブル対応

ラ 対応、廃炉 必要な技術 関係

プラント運転
保守・メンテナンス

トラブル対応
■遠隔装置 操作
■デブリ取出
■デブリ性状把握
■建屋止水
■ＰＣＶ止水
■汚染水処理

（炉状態把握等）
■耐震設計
■熱水力設計
■機器製作（溶接・検査）
■プラント異常診断

■炉心・燃料設計
■安全設計
■系統設計
■配置設計
■電気・計装・制御設計
構造設計

不具合情報安全性等の向上

■汚染水処理
■汚染物の処理処分

■工事計画、建設工法
■遮へい設計、

被ばく評価

■プラント異常診断
■不測事態対応■構造設計

■燃料交換
■機器取替工事
■分解点検

更なる改良に向
けた技術開発

■解体 ■減容 ■分別

被ばく評価
■詳細設計情報

■除染 ■切断
建設・保守

例

原子力発電所の安全性向上に
必要となる長期的な技術・人材

１Ｆの廃炉廃炉

■保管 ■処分※色分けの凡例
■基本設計工程の技術
■詳細設計工程の技術
■建設工程の技術
■製作・検査工程の技術
■試運転工程の技術 １Ｆ中長期措置

の確保が課題

原子力を希望する若い技術者
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■試運転工程の技術 １Ｆ中長期措置
・国内外の知見の結集
・中長期の人材確保

原子力を希望する若い技術者
にとって、魅力ある政策が必要 第14回新大綱策定会議資料より引用



２.１ 若手技能者育成の従来の取り組み

○日本が強みとする製造能力を支える高度な技能職を着実に育成

○原子力発電の成長期に、企業内の教育システムを構築

○原子力発電規模が縮小する場合は 教育システムの維持が困難○原子力発電規模が縮小する場合は、教育システムの維持が困難

中学校 高等学校 高等学校

入社入社進学 入社

技能五輪

高等職業 練校立 業専修学校

日立工業専門学院

高等職業訓練校
選抜して

世界一に挑戦

日立工業専修学校

入社 大学

原子力機器

入社

5原子力機器の製造原子力発電所の建設

設計



２.２ 過去の建設低迷期における技術伝承の取り組み

○１９９０年代の国内建設低迷期から、技術のデータベース化を推進
・ 設計根拠のデータベース化 ・ ベテランから若手への個別指導・育成プログラム

○今後の人材の厚みと技術力維持は、長期的な課題○今後の人材の厚みと技術力維持は、長期的な課題
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３.１ 技術・人材の維持・向上に資する研究開発の必要性

○原子力発電所全体をカバーする技術開発は、国を挙げた取り組みが必須

次世代PWR

次世代BWR

次世代PWR

Ｓａｆｔｙ

Ｓ＋３Ｅに必要な技術
・ 安全性向上技術

事故の教訓の反映
深層防護の強化

平成２２年８月１７日 原子力委員会定例会議資料より

Ｓａｆｔｙ
Ｅｎｅｒｇｙ Ｓｅｃｕｒｉｔｙ
Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Ｇｒｏｗｔｈ
Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ

安全性向上技術
・ 炉心・燃料の高度利用技術
・ 免震・建設工法等プラント技術
・ 構造・材料・化学・ＩＴ等基盤技術

・ 深層防護の強化
・ 炉心損傷の防止
・ 放射性物質放出の抑制

＋

原子力発電への信頼

国際社会への貢献安全性を高めた原子力発電所で国際社会に貢献
○諸外国からの日本の技術に対する高い期待
○研究開発による安全性向上及び継続した建設と適用
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人材の維持・向上

○研究開発を通じて新しい技術にチャレンジ
○産業界、官民研究機関、大学等のノウハウ結集
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３.２ 研究開発を支える設備の強化

○原子力発電の利用計画が不透明では、企業の研究開発投資が維持できない

○基礎基盤研究の継続は重要 （ウラン資源持続的活用、高レベル廃棄物減容等を含む）

○大学や国の研究機関の研究施設の維持 性能向上が中期的課題○大学や国の研究機関の研究施設の維持、性能向上が中期的課題

○国全体として、共通のインフラ整備が必要

国内の研究用原子炉に関する現状と課題

○インフラの相互利用など、国際連携の枠組み強化が必要

• 国、大学等の試験研究炉では、寿命延長するのか廃止するのか、次の研究
炉はどうするのかといった現実的な課題に直面しているが、実習や実験を通
じて原子核現象を教育・研究していく場を確保しておくことが重要。ＪＲＲ－３ じて原子核現象を教育 研究して く場を確保しておく が重要。

• 原子力の安全を考えるためにも、基礎工学研究・安全研究等の基礎・基盤研
究の強化とともに、それらの研究を支える施設・設備の維持や、安全を担う人
材の継続的な育成・確保が重要。

日本原子力研究開発機構や大学等の試験研究炉や量子ビ ム照射施設

ＪＲＲ ３

• 日本原子力研究開発機構や大学等の試験研究炉や量子ビーム照射施設、
ホットラボ等の原子力施設については、老朽化が進む中、継続的な維持・管
理や新規整備が困難な状況にあるため、高経年化対策に加えて、戦略的・集
約的整備及び共有の在り方について検討を進めることが必要。なお、国にお

も必要な支援を行 く とが必要いても必要な支援を行っていくことが必要。
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日本原子力研究開発機構
ホームページより



３.３ 原子力関連機器メーカや施工事業者の課題

※原子炉圧力容器
原子炉の炉心部を収納する容器。高

※主蒸気隔離弁（ＭＳＩＶ）
万一 配管破断事故などが起きた（ＢＷＲの例）

○定検や建設の作業が減少し、機器メーカや現場作業を担う企業の技術力維持は危機的状況

温高圧、中性子の照射に耐えうる構造
であることが必要。

※原子炉内構造物

万一、配管破断事故などが起きた
場合に、主蒸気ラインを隔離し、原子
炉中の蒸気が格納容器外に大量に流
出するのを防止する安全上重要な弁。

炉心を支持するシュラウド、炉心支持
板等の炉心支持構造物、及び気水分
離器、蒸気乾燥器等の内部構造物等
により構成される。原子炉内の高温高

【Ｂ社】
BWR用バルブのうち「主蒸気隔離

弁」で国内シェア１００％。高い密封性
を有 国内隋 実績を有する圧、中性子の照射の環境下で、運転時

に燃料を適切に冷却するための流路を
形成する。

を有し、国内隋一の実績を有する。

※逃がし安全弁（ＳＲＶ）
原子炉の過度な圧力上昇を抑える

【Ａ社】

原子炉の過度な圧力上昇を抑える
ため、圧力の上昇に伴い自動開放し
て、圧力抑制プールに蒸気を導き、
凝縮させて圧力を下げる安全上重要
な弁。【Ａ社】

原子炉圧力容器等の大型鍛鋼品で
世界シェアの約８割を占める。
鋼（ハガネ）の命である製鋼（精錬及

び鋳込）と熱処理技術が競争力の源泉

な弁。

【Ｃ社】
BWR用バルブのうち「主蒸気逃がし

安全弁」で国内シェア１００％。鋳造
技術の蓄積と 貫生産による信頼性び鋳込）と熱処理技術が競争力の源泉

であり、より安全性・信頼性が高いシー
ムレスな鍛鋼品を製造する能力あり。
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技術の蓄積と一貫生産による信頼性
の高い製品製造が強み。第14回新大綱策定会議資料より



３.４ 減原子力政策下における原子力産業の課題

1980年代 現 在

○TMI以降に原子力発電の建設が停滞した国のプラントメーカは国外企業と補完関係
○わが国の減原子力政策下では、米国以上の維持政策が必要

1980年代
Babcock ＆ Wilcox(米)

Framatome(仏)

現 在

AREVA NP

Siemens(独)

三菱重工業 三菱重工業

Combustion Engineering(CE,米)

Asea(ｽｳｪｰﾃﾞﾝ)

B B i t Ci (ｽｲｽ)

斗山重工業(韓国)

Brown Boveri et Cie(ｽｲｽ)

WH(米)

東芝 東芝（WH）

GE(米)

日立 日立・ＧＥ

東芝 東芝（WH）

GE(米)
アトムエネルゴプロム(露)

：脱原発政策を進めた国
：原子力の新増設が停滞した国 第14回新大綱策定会議資料より引用
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４.１ 国内実績に基づく国際展開と課題

○新興 を中心 する世界 需 応 る為 内基盤 維持が必○新興国を中心とする世界の需要に応える為には、国内基盤の維持が必要

○国内実績や利用政策を前提に、メーカ各社が世界市場にチャレンジ

○国際協力の枠組みを強化する為には国の支援が必要（ ）ベトナム、トルコ、ヨルダン、他

75
4748

37

○国際協力の枠組みを強化する為には国の支援が必要（ ）
・ 二国間協定 ・ 国際人材の育成 ・ 原賠法 ・ 資金協力

トナ 、トル 、 ルダン、他

58

75
37

31 8 7

カナダ
34358 11

ロシア

56
62

27
33

欧州

3535

カナダ

米国

韓国
143(9)*

中国
5627

中東

3535 米国

1514
【凡例】

(基数)

日本

インド

中東
東南アジア

1514

中南米
震災前 震災後

(基数)

震災前 震災後

* 島根3,大間以降の新規計画はスケジュール未定のため( )で表記。 出典：World Nuclear Association のHP (2012/7月)
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４.２ 国際社会の期待と課題

○福島第一原子力発電所事故後も、日本の技術力への期待は大きい

○国際社会のニーズに応えるためには、国の人材育成・技術基盤整備が必要

○国際社会 貢献できる原子力産業の魅力を政策に反映することが必要○国際社会へ貢献できる原子力産業の魅力を政策に反映することが必要

リトアニア ベトナム

2012年 ３月 日立とリトアニア政府（エネルギー省）が
事業権付与契約に関し合意

2012年 ６月 リトアニア議会承認

サイト候補1
サイト
候補2 サイト候補1

サイト
候補2

ニントゥアン

既設イグナリナ発電所
既設イグナリナ発電所
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2010年日越首脳会談で、日本をパートナに合意
現地人材育成の協力等を推進中
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